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                           平成２８年１月２０日 

 

 

                                                 支出負担行為担当官 

                               神奈川労働局総務部長  丸山 陽一 

 

 

下記について、一般競争入札（最低価格落札方式）により発注します。 

 

 

記 

 

 

１．競争入札に付する事項 

 （１）件     名  平成２８年度神奈川労働局管内管理庁舎機械警備業務委託 

 （２）仕     様  別途交付する入札説明書及び仕様書による 

 （３）履 行 期 間  平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日 

 （４）履 行 場 所  別途交付する入札説明書及び仕様書による 

 

 

２．競争参加資格 

 （１）平成２５・２６・２７年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において「役務の

提供等」営業品目（建物管理等各種保守管理）で「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付され、

参加地域「関東・甲信越」での資格を有している者のうち、予算決算及び会計令第７０条及

び第７１条の規定に該当しない者。 

 （２）社会保険等、次の各号に掲げる制度が適用される者にあっては、該当する制度に加入し、

この入札の入札書提出期限の直近２年間の保険料について滞納がないこと。 

    ①厚生年金保険 ②健康保険（全国健康保険協会管掌） ③船員保険 

    ④国民年金 ⑤労働者災害補償保険 ⑥雇用保険 

（３）官公庁から指名停止又は一般競争入札参加資格停止を受けている期間中に該当しない者で

あること。 

 （４）経営状況又は信用度が極端に悪化していないと認められる者であり、適正な履行が確保さ

れる者であること。 

 （５）警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第４条の規定に基づき、公安委員会の認定を受け

ている者及び同法第４０条の規定に基づき、公安委員会に届出書を提出している者。 

（６）神奈川県内に本店、支店又は営業所を有し、異常発生時に上記１（４）の履行場所に速や

かに到着し対処できる者であること。 

（７）平成２８年２月１０日（水）１７時００分までに、警備計画の概要について神奈川労働局

総務部総務課会計第二係の承認を得た者であること。 

 

 

 



３．入札方法 

   電子入札方式により行なう。なお、電子調達システム（ＧＥＰＳ）によりがたい者は、別に

指定する様式により発注者に申し出た場合に限り、紙入札方式に変えることが出来る。 

 

 

４．入札書等の提出場所等 

 （１）契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問い合わせ先 

     横浜市中区北仲通５－５７ 横浜第２合同庁舎８階 

     神奈川労働局 総務部 総務課 会計第二係 櫻井 

    ＊入札説明書は平成２８年１月２０日（水）から平成２８年２月９日（火）までの間、   

当該場所にて配布する。 

 （２）入札参加証明書等提出期限：平成２８年２月１０日（水）１７時００分まで 

 （３）入札書提出期限：平成２８年２月１５日（月） ９時３０分まで 

 （４）開札日時及び場所：平成２８年２月１５日（月） ９時３５分 

            横浜市中区北仲通５－５７ 横浜第２合同庁舎８階 

            神奈川労働局 大会議室 

 

 

５．落札者の決定方法 

   予算決算及び会計令第７９条の規定に基づく予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって

有効な入札を行なった者を落札者とする。 

 

 

６．その他 

 （１）入札保証金に関する事項 

    会計法第２９条の４第１項但し書き並びに予算決算及び会計令第７７条第１項第二号の

規定に基づき、入札保証金の納付を免除する。 

 （２）誓約書の提出 

    本入札に参加を希望する者は、支出負担行為担当官が別に指定する暴力団等に該当しない

旨の誓約書を提出すること。 

 （３）入札の無効 

    入札参加資格を有しない者の行なった入札及び入札説明書に記載する入札に関する条件

に違反した入札は無効とする。また、（２）の誓約書を提出せず又は虚偽の誓約をし、若し

くは誓約書に反することとなったときは、当該者の入札を無効とする。 

 （４）契約書作成の要否 

    この契約に関しては、会計法第２９条の８、予算決算及び会計令第１００条の２の規定に

基づき、契約書の作成を要する。 

 （５）契約保証金に関する事項 

    会計法第２９条の９第１項但し書き並びに予算決算及び会計令第１００条の３第３号の

規定に基づき、契約保証金の納付を免除する。 

 （６）その他詳細は、別途交付する入札説明書及び仕様書による。 


